
【表紙】
 
【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2019年11月14日

【四半期会計期間】 第51期第３四半期（自　2019年７月１日　至　2019年９月30日）

【会社名】 ジャパンシステム株式会社

【英訳名】 JAPAN SYSTEMS CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　川田　朋博

【本店の所在の場所】 東京都渋谷区代々木一丁目22番１号

【電話番号】 ０３（５３０９）０３００（代表）

【事務連絡者氏名】 執行役員　財務経理本部長　家髙　朋之

【最寄りの連絡場所】 東京都渋谷区代々木一丁目22番１号

【電話番号】 ０３（５３０９）０３００（代表）

【事務連絡者氏名】 執行役員　財務経理本部長　家髙　朋之

【縦覧に供する場所】
株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

（注）第１四半期連結会計期間より、日付の表示を和暦から西暦に変更しております。

EDINET提出書類

ジャパンシステム株式会社(E04820)

四半期報告書

 1/15



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第50期
第３四半期
連結累計期間

第51期
第３四半期
連結累計期間

第50期

会計期間

自2018年
１月１日
至2018年
９月30日

自2019年
１月１日
至2019年
９月30日

自2018年
１月１日
至2018年
12月31日

売上高 （千円） 7,077,010 7,511,053 9,462,419

経常利益 （千円） 166,665 681,218 390,125

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 89,777 443,442 222,603

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 98,130 469,610 203,864

純資産額 （千円） 4,792,024 5,289,249 4,897,758

総資産額 （千円） 6,220,489 6,928,097 6,219,355

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 3.45 17.03 8.55

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 77.0 76.3 78.8

 

回次
第50期
第３四半期
連結会計期間

第51期
第３四半期
連結会計期間

会計期間

自2018年
７月１日
至2018年
９月30日

自2019年
７月１日
至2019年
９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 1.89 8.87

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社と株式会社ネットカムシステムズ）が営む事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

 

また、主要な関係会社における異動は、次のとおりであります。

（親会社及びその他の関係会社の異動）

当社の最終的な親会社であるDXC Technology Companyより、DXC Technology Companyグループ内部において、2019

年３月31日付で、当社株式の直接的な所有権を、Enterprise Services LLCから EDS World Corporation

(Netberlands) LLCに移転した旨の報告を受けました。

DXC Technology Companyは、従来から複数の会社を通して当社株式を間接保有することにより当社議決権の53.67%

を保有しておりますが、当社の最終的な親会社がDXC Technology Companyであること、またその所有する議決権の

数・割合について、今回の異動による変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて変更があった事項は、次のとおりで

す。

なお、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

以下の見出しに付された項目番号は、前事業年度の有価証券報告書における「第一部 企業情報 第２ 事業の状

況 ２ 事業等のリスク」の項目番号に対応したものです。

 

（6）会社と役員又は議決権の過半数を実質的に所有している株主との重要な取引関係等について

当社は、DXC Technology Company（以下、ＤＸＣ社）の日本における子会社であるＤＸＣテクノロジー・ジャ

パン合同会社及びＤＸＣテクノロジー・ジャパン株式会社からソフトウエアの開発業務等を請け負っておりま

す。なお、これらは一般的な取引内容であり、特定の利益になるような取引は行っておりません。また、当社の

親会社であるEDS World Corporation (Netherlands) LLCは、当社の株式を13,973千株（議決権比率53.67％）保

有（ＤＸＣ社は間接保有）しており、当社は親会社グループから2018年12月末日現在で４名の取締役を受入れて

おります。このような影響力を背景に、EDS World Corporation (Netherlands) LLCをはじめとする親会社グ

ループは自らの利益にとって最善であるがその他の株主の利益とならないかもしれない行動をとる可能性があり

ます。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

代表取締役社長の交代から半年余りが経過し、当社では新しい経営体制のもと、企業価値向上のための様々な

検討を進めてまいりました。業界が好景気に沸き立ち、同業他社が増収増益を繰り返す中で、なぜ当社は成長で

きないのだろう、どこに課題があるのか、それらの課題を解決するにはどのような施策を講じる必要があるの

か、そういった議論を日々続けています。そして、考えられた施策は可能なものから即時に実行に移しており、

当第３四半期の業績にも早速成果が表れ始めております。新しい中期経営計画につきましても検討が最終段階に

差し掛かっており、完成次第しかるべきタイミングで公表したいと考えております。

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、政府が2019年３月の月例経済報告において総括判断を３年

ぶりに下方修正し、その後、同年10月の月例経済報告では国内の景気判断を５か月ぶりに下方修正するなど、景

気の減速感が明らかになってまいりました。

情報サービス産業におきましても、同年４月１日発表の日銀短観で2018年度のソフトウェア投資計画額が企業

規模・業界を問わず下方修正されるなど、IT投資需要の減退が顕在化してまいりました。しかしながら、全体と

して我が国におけるIT投資への意欲は衰えておらず、2019年度のソフトウェア投資計画額は、同年10月１日発表

の日銀短観で、同年7月の短観に続けて上方修正されました。

このような状況において、当社グループはこれまでと同様に、「公共事業」、「エンタープライズ事業」、

「セキュリティ事業」の３事業本部に株式会社ネットカムシステムズを加え、それぞれが得意とする顧客領域、

ソリューション領域に注力して事業展開を進めてまいりました。

「公共事業」におきましては、行政経営支援サービス（FAST）を中心に事業の拡大を行っております。以前か

らFASTをご利用いただいている自治体のお客様にご満足いただいて継続的にご利用いただくよう努めることはも

ちろん、新規にFASTをご導入いただける自治体の開拓も積極的に進めております。当第３四半期連結累計期間に

おいては、FAST導入先における改元対応による特需が経営成績を押し上げた他、既存顧客におけるシステムの更

新が複数存在した結果、全社の業績をけん引しました。

「エンタープライズ事業」におきましては、既存事業の更なる収益性向上を図りつつ、BIやRPAなどの新領域

における成長を志向しており、特にBI領域においては実績が積み重なってきております。

「セキュリティ事業」におきましては、これまでセキュリティ・ソリューションの品ぞろえ拡充に注力してま

いりましたが、当連結会計年度はセキュリティ／アクセス管理ソリューション「ARCACLAVIS」シリーズの拡販に

改めて力点を置いて事業を推進しております。

当社全体としましては、前第３四半期連結累計期間に発生した首都圏エリアのオフィス統合・リニューアルや

増床、また、内部統制の追加的な整備に関わる費用が当第３四半期連結累計期間には発生しなかったことによ

り、前年同四半期比で大幅な増益となっております。

株式会社ネットカムシステムズにおきましては、一部顧客において消費税増税前の駆け込み需要に対応した結

果、業績は堅調に推移いたしました。
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この結果、当第３四半期連結累計期間の経営成績につきましては、売上高は7,511百万円（前年同四半期比

6.1％増）、営業利益は661百万円（前年同四半期比338.3％増）、経常利益は681百万円（前年同四半期比

308.7％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は443百万円（前年同四半期比393.9％増）となりました。

 

なお、当社グループは、「情報サービス」の単一セグメントであるため、セグメントごとの記載はしておりま

せん。

サービス品目別の売上高は次のとおりであります。

①アプリケーションソフトウェア開発

アプリケーションソフトウェア開発は、主に官公庁、金融、通信、公益、製造及び流通などの業務ソフトウェ

ア開発が中心であります。当第３四半期連結累計期間におきましては、売上高は4,299百万円（前年同四半期比

5.4％減）となりました。

②パッケージソフトウェア開発

パッケージソフトウェア開発は、主に自治体を中心とする行政経営支援サービス（FAST）及びＰＣセキュリ

ティ/アクセス管理ソリューション（ARCACLAVISシリーズ）が中心であります。当第３四半期連結累計期間にお

きましては、売上高は1,811百万円（前年同四半期比37.9％増）となりました。

③コンピュータ機器等販売

コンピュータ機器等販売は、主に自治体及び一般企業を取引先として、コンピュータ機器とその周辺機器や

ネットワーク製品を中心とした販売が中心であります。当第３四半期連結累計期間におきましては、売上高は

1,399百万円（前年同四半期比15.0％増）となりました。

 

(2) 財政状態の分析

（資産の部）

当第３四半期連結会計期間末における総資産は6,928百万円となり、前連結会計年度末と比べ708百万円の増加

となりました。流動資産は、現金及び預金や受取手形及び売掛金が増加したこと等により733百万円増加し5,279

百万円となりました。固定資産は、無形固定資産が減少したこと等により24百万円減少し1,648百万円となりま

した。

 

（負債及び純資産の部）

負債は、賞与引当金が増加した一方で、その他流動負債が減少したこと等により前連結会計年度末に比べ317

百万円増加し1,638百万円となりました。

純資産は、親会社株主に帰属する四半期純利益が発生し、その他有価証券評価差額金が増加した一方で、配当

金を支出したこと等により前連結会計年度末に比べ391百万円増加し5,289百万円となり、自己資本比率は76.3％

となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発活動の金額は、18百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 98,000,000

計 98,000,000

 

②【発行済株式】

種類

第３四半期会計期間末

現在発行数（株）

（2019年９月30日）

提出日現在発行数（株）

（2019年11月14日）

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名

内容

普通株式 26,051,832 26,051,832

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 26,051,832 26,051,832 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高　
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2019年７月１日～

2019年９月30日
－ 26,051,832 － 1,302,591 － 1,883,737

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2019年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

2019年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    15,800 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 26,031,800 260,318 －

単元未満株式 普通株式     4,232 － －

発行済株式総数 26,051,832 － －

総株主の議決権 － 260,318 －

 

②【自己株式等】

2019年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

ジャパンシステム

株式会社

東京都渋谷区

代々木一丁目22番１号
15,800 － 15,800 0.06

計 － 15,800 － 15,800 0.06

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2019年７月１日から2019

年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2019年１月１日から2019年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、監査法人ハイビスカスによる四半期レビューを受けております。

EDINET提出書類

ジャパンシステム株式会社(E04820)

四半期報告書

 8/15



１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2018年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2019年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,850,625 3,093,482

受取手形及び売掛金 1,421,655 1,857,702

商品及び製品 12,164 47,029

仕掛品 34,361 18,488

その他 232,203 267,163

貸倒引当金 △4,356 △4,068

流動資産合計 4,546,653 5,279,798

固定資産   

有形固定資産 167,845 173,820

無形固定資産   

のれん 575,813 509,373

その他 428,372 370,385

無形固定資産合計 1,004,186 879,759

投資その他の資産 500,669 594,719

固定資産合計 1,672,701 1,648,299

資産合計 6,219,355 6,928,097

負債の部   

流動負債   

買掛金 295,066 361,206

未払法人税等 66,576 271,981

賞与引当金 58,682 240,504

前受金 441,783 403,605

その他 401,983 303,583

流動負債合計 1,264,092 1,580,880

固定負債   

資産除去債務 53,500 53,964

その他 4,003 4,003

固定負債合計 57,503 57,967

負債合計 1,321,596 1,638,848

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,302,591 1,302,591

資本剰余金 1,883,737 1,883,737

利益剰余金 1,673,224 2,038,558

自己株式 △4,285 △4,297

株主資本合計 4,855,268 5,220,590

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 42,490 68,658

その他の包括利益累計額合計 42,490 68,658

純資産合計 4,897,758 5,289,249

負債純資産合計 6,219,355 6,928,097
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　2018年１月１日
　至　2018年９月30日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2019年１月１日
　至　2019年９月30日)

売上高 7,077,010 7,511,053

売上原価 5,034,019 5,173,204

売上総利益 2,042,990 2,337,849

販売費及び一般管理費 1,891,994 1,675,972

営業利益 150,996 661,876

営業外収益   

受取配当金 8,397 7,830

助成金収入 5,340 7,360

その他 3,920 4,638

営業外収益合計 17,657 19,829

営業外費用   

支払利息 1,157 11

原状回復費 377 405

その他 453 71

営業外費用合計 1,989 488

経常利益 166,665 681,218

特別利益   

ゴルフ会員権売却益 120 －

特別利益合計 120 －

特別損失   

固定資産除却損 1,689 0

減損損失 463 309

特別損失合計 2,153 309

税金等調整前四半期純利益 164,631 680,908

法人税、住民税及び事業税 107,688 307,475

法人税等調整額 △32,833 △70,009

法人税等合計 74,854 237,466

四半期純利益 89,777 443,442

親会社株主に帰属する四半期純利益 89,777 443,442
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　2018年１月１日
　至　2018年９月30日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2019年１月１日
　至　2019年９月30日)

四半期純利益 89,777 443,442

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 8,352 26,167

その他の包括利益合計 8,352 26,167

四半期包括利益 98,130 469,610

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 98,130 469,610

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2018年１月１日
至 2018年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2019年１月１日
至 2019年９月30日）

減価償却費 143,125千円 164,634千円

のれんの償却額 66,439 66,439
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2018年１月１日　至　2018年９月30日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年２月14日

取締役会
普通株式 78,108 3.0 2017年12月31日 2018年３月15日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2019年１月１日　至　2019年９月30日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年２月14日

取締役会
普通株式 78,108 3.0 2018年12月31日 2019年３月14日 利益剰余金

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2018年１月１日　至　2018年９月30日）

当社グループは、情報サービスの単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2019年１月１日　至　2019年９月30日）

当社グループは、情報サービスの単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2018年１月１日
至　2018年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2019年１月１日
至　2019年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 3円45銭 17円03銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
89,777 443,442

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
89,777 443,442

普通株式の期中平均株式数（株） 26,036,047 26,036,021

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2019年11月14日

ジャパンシステム株式会社

取締役会　御中

 

監査法人ハイビスカス

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 阿部　海輔　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 森崎　恆平　　印

 

     

 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているジャパンシステ

ム株式会社の2019年１月１日から2019年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2019年７月１日から

2019年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2019年１月１日から2019年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ジャパンシステム株式会社及び連結子会社の2019年９月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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